
　同和問題とは、同和地区（※）と呼ばれる地域の出身であることや、そこに住んでいることを理由に、

結婚を反対されたり、就職や日常生活の上で様々な差別を受けたりする問題です。日本社会の長い歴史

の中で形づくられた身分差別によって、国民の一部の人々が生活の様々な場面で差別を受けてきました。

　明治時代に入り、身分制度はなくなりましたが、差別はなくなることなく存続しました。同和問題は過

去のことではありません。いまだに日常生活の様々な場面で差別を受け、悩み苦しんでいる人がいます。

　「差別を公然と取り上げることはかえって逆効果であるから、むしろそっとしておけば、いつかは解消

する」という考え方があります。こうした考え方を「寝た子をおこすな論」といい、同和対策審議会答

申（後述）は、「『寝た子をおこすな』式の考えで、同和問題はこのまま放置しておけば社会進化にとも

ない、いつとはなく解消すると主張することにも同意できない。」と、これを明確に否定しています。ま

た、部落差別解消推進法や県条例では、その基本理念で、部落差別の解消に関する施策について「部落

差別を解消する必要性に対する国民（県民）一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別

のない社会を実現することを旨として、行なわなければならない」としています。私たち教職員には、部

落差別のない社会を実現するために、先に述べた答申や関連法規等に表れた考え方を正しく理解し、こ

の問題への理解を深め、差別の解消に向けて教育を行うことが求められています。

同和問題に関する学習を進めるに当たり、学校現場では

どのような課題や取組があるのかを聞き取りました。

令和元年度 「個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事

業」 における市町村教育委員会や県立学校への聞き取りから
教師間で、同和問題に関する認識や指導
力の違いが大きい
・社会科任せ、６年生担任任せになっている。

・授業に自信がなく、学年集会スタイルになっている。

・初めて実践する先生が増えている。

地域間や学校間での取り組み方に
差が感じられる
・他の地域と比べて研修の機会が少ない。

・当事者と出会う機会がない現状がある。

・当事者の方に事前に指導内容を見てもらい、

事後も協議会に入ってもらった。

・市としてのカリキュラムがないので、学校に

任せている部分が大きい。

・若い先生に対して授業後の検討会を実施して

いる。

・低学年の学習で、差別のおかしさについて感

じ取らせ、差別を許さない心情を育てるため

に計画的に指導している。

・小中が連携した授業研を実施し、人権学習の

共有を図っている。

保護者や関係機関等との連携について
・保護者への啓発について難しさを感じている。

・人権課題の当事者の児童及びその保護者に授業のね

らいや内容について事前に伝え、理解をしてもらう

とともに、授業中や授業後の様子など保護者に必ず

家庭訪問で伝えるようにしている。

・中学校区の小中連携や中高連絡会において、学習内

容について協議するとともに、公開授業を行ってい

る。

・授業を実施するに当たって、関係機関と協議を行っ

ている。

同和問題に関する授業を実践していく上で悩んでいること
・マイナスイメージ、他人事で終わらないようにしないといけないと思ってはいるが、十分かどうかが

分からない。

・日常化を図るための意識付けやフィードバックが必要。授業後の検証が不十分だ。

・学習中、生徒から同和地区について質問された際の答え方について、どうすればよいのかという声を

よく聞く。

※　同和地区　歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害され
ている地域（福岡県部落差別の解消の推進に関する条例第８条）

（１）同和問題（部落差別）について
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　「同和対策事業特別措置法」や各種法律により、約３０年間にわたって、住宅や道路等の生活環境の整

備、就労支援、教育格差の是正といった様々な特別対策が実施されました。その後、平成 14（2002）

年、同和問題への取組は、特別対策から他の地域とともに一般対策へ移行することとなりました。例えば、

特別対策としてはじまった奨学金制度が、経済的理由により進学を断念せざるを得ない生徒への奨学金制

度へと発展・拡充していったように、同和地区の住民だけでなく、同じような課題を抱える人々に対する取

組へと広がっていきました。（このことについて、小郡市・小郡市教育委員会が作成した啓発冊子「差別をな

くすために」第４６集「つながる」にも詳しく掲載されています。小郡市のホームページに公開されています

ので参照するとよいでしょう。）

　戦後の高度経済成長により、1960 年代中ごろになると人々の生活は豊かになりました。しかし、同和

地区の生活環境は劣悪なまま放置され、他の地域との格差は一層広がっていきました。このため、同和

問題の抜本的な解決に向け、総合的な対策の樹立を求める声が高まり、昭和 36（1961）年、政府は同

和対策審議会を設置しました。審議会は、昭和 37（1962）年に全国規模の同和地区を対象とした実態

調査を行い、それをもとに審議を重ね、昭和 40（1965）年に「同和対策審議会答申」（以下、「同対審

答申」という。）を政府に提出しました。

　同対審答申は、同和問題は基本的人権にかかわる課題であるとし、「これを未解決に放置することは断

じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題である」として、以

後の国及び地方公共団体における同和行政の「基本的指針」としての役割を果たすなど同和問題の解決

を図る上で大きな歴史的意義を持つものでした。また、同対審答申では、部落差別は、心理的差別・実

態的差別という形で現れることや、近代社会における部落差別とは、同和地区の人びとの「職業選択の

自由」「教育の機会均等を保障される権利」「居住及び移転の自由」「結婚の自由」などの市民的権利、自

由の侵害にほかならないということも述べられています。

「実態的差別」の解消のため、具体的にどのような取組がなされたのですか？

「心理的差別」の実態は、どのようなものですか？

　同対審答申では、様々な形で現れる部落差別を「心理的差別」と「実態的差別」の二つの側面から分

類しており、この２つの相関関係が、差別を再生産する悪循環を繰り返すとしています。

　心理的差別とは、人々の心の中に潜む差別意識で、言葉や文字や行為によって現れるものです。例え

ば、封建的身分の呼称を使って侮蔑する差別や、偏見などによって、交際や結婚、就職を拒むといった行

動に現れる差別です。

　実態的差別とは、劣悪な生活環境、低位な教育・文化水準、不安定な就業など、人々の生活の上に現

れている差別です。

　差別と言えば一般的に「意識の問題」で考えられることが多いのですが、「差別の結果」ともいうべき同

和地区の人々の生活に現れている厳しい実態をも差別と捉えた点に、同対審答申の積極的な姿勢を認める

ことができます。

　依然として、同和問題に関するインターネットを悪用した誹謗中傷や差別落書き等が継続して発生してい

るという現実があります。その背景にある差別意識の一つに、「ねたみ差別意識」があります。「ねたみ差別

意識」とは、かつての同和対策事業の実施により、同和地区やその関係者が優遇されているのではないか、

逆にそれ以外の地域や人たちが行政的に放置されているのではないかという意識です。このような意識は、

同和地区に対する差別意識と、同和対策事業の趣旨と必要性が周辺住民に十分に理解されない中で生まれ

たものです。同和対策事業が、周辺地域との関連性、一体性を考慮して進められたことをまずは、私たち

教職員も理解すべきでしょう。

　他にも集団的に固まって住んでいるから差別がある、と差別の理由を被差別側に押し付ける「部落分散

論」という考え方があります。「寝た子を起こすな論」、「ねたみ差別意識」を含め、このような認識を改め

るための教育活動を今後とも進めていく必要があります。

同和対策審議会答申とは

「心理的差別・実態的差別」とは具体的には、どのような差別ですか？
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コラム　「差別されない権利」とは

個別の人権課題に関する指導方法等調査研究委員

福岡県人権・同和教育研究協議会　　木牟礼　博

　日々、児童生徒の教育に携わり、「特定職業従事者」である学校の先生方に改めてお伝えするまで

もない事ですが、人権問題に関わって地名や個人名など具体的な名前を提示することについては、細

心の注意を払う必要があります。それは、悪意のある人間が、人権問題に係る個人情報を収集して、

さらに、その情報を使って、新たな差別を生み出したり差別の強化を図ったりする恐れを、残念なが

ら打ち消すことができないからでもあります。

　令和５年６月に東京高等裁判所から同和地区の地名リストを出版した人物に対して、リストの公

表の禁止や削除とその被害者に対して救済を認める判決が出されました。裁判所は判決で、憲法１３

条と１４条に触れ、「人はだれしも、不当な差別を受けることなく、人間としての尊厳を保ちつつ平

穏な生活を送る人格的な利益を有する」と、いわゆる「差別されない権利」が法的に保護された利益

であることを明確に述べました。

　このいわゆる「差別されない権利」について高等裁判所が見解を示したことは、個別の人権課題に

係る差別の問題を考える上で、とても重要なことであるといえます。特に部落差別の問題において

は，そもそも部落差別が、他の差別とは違い、差別を行うこと自体を目的として政策的・人為的に作

られた、「本来あるべきでない属性に基づく差別」であるということからも、この差別がどのような

ものなのかを児童生徒がきちんと理解した上で、この「差別されない権利」についても学ぶことが大

切です。

　「差別されない権利」。この権利を確かなものにするためにも、教職員には、さらなる取組の充実が

求められているのだと思います。人権教育を通して知識や様々な技能や態度を培うことで、児童生徒

が差別の不当性について十分認識し、差別の温存・助長には与しないという強い意志を持ち、主体的

に行動することこそが、本来、人がだれしも生まれながらに持っているはずの「差別されない権利」

を確立することにつながるのではないでしょうか。

また、平成３０（2018）年に法務省が「インターネット上で、特定の地域が同和地区である、又はあったと

指摘する情報」の取り扱いについて、全国の法務局に通知した文書には次の一文があります。

　部落差別は、 その他の属性に基づく差別とは異なり、 差別を行うこと自体を目的として政策的・

人為的に創出したものであって、 本来的にあるべからざる属性に基づく差別である。 また、 このよ

うな不当な差別の対象とされる人々が集住させられた地域であるかつての同和地区は、差別の対

象を画定するための地域概念とされてきたものである。このような地域概念と密接に結びついてい

た部落差別は、 個人の尊厳や法の下の平等を基本的価値とする現行法秩序とおよそ相容れない

ものである。 それにもかかわらず、 このような身分差別が廃止され、 １００年以上が経過した現在

もなお、 その地域の居住者、 出身者等について否定的な評価をするという誤った認識が国民の一

部に残っている。

　平成 30 年 12 月 27 日付け法務省権調第１２３号「インターネット上の同和地区に関する識別情報の摘示事案の立件及び処理

について」から

このように、同和問題（部落差別）は、決して過去の問題ではありません。誰
もが生まれながらに持っている人権が尊重され、差別や偏見のない心豊かな
社会をつくることは、私たち一人一人の課題です。
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福岡県内では具体的にどんな差別事象が発生しているのですか？

　インターネット上における差別書き込みや、公共施設に差別落書きがなされたり、特定の地域

を同和地区であるとし、誹謗中傷する内容のメモが、意図的に放置されたりするなど、極めて悪

質な行為が報告されています。また、学校現場でも、同和問題に対する誤った認識に基づいた

差別的な発言が報告されています。福岡県が公表している具体的な事例の一部を以下に掲載し

ています。

　福岡県では、インターネット上の部落差別書き込み等をモニタリングしており、発見次第速やかに削除
要請をしていますが、そのうち約４割が削除されていないという現実があります。
　直近の県民意識調査で、インターネット上で部落差別を見たことがあるかどうかを尋ねたところ、１８
歳～２９歳の年齢層では、６人に１人の割合で「見たことがある」と回答しています。
　しかし、その「見たことがある」と回答した全員が、「人権侵害であり許されない」に肯定的な回答を
している一方で、「その内容を信頼できるか」という問いに対し、明確に否定したのは３割に留まっていま
す。インターネットやＳＮＳを駆使する世代では、差別を煽るような情報に接しながらも、同時に、それ
が人権侵害であることまでは理解できているが、間違った情報だとは判断しきれていない、ということも
示唆されています。

差別落書きや同和地区に関する問い合わせ
〇　Ａ市内の学校や公園など 54 ヵ所で、被差別部落出身者などを中傷する落書きが発見された。Ａ市は、「人の心

を傷つけ、差別を助長する悪質な行為」として福岡法務局に届け出るとともに、器物損壊容疑で福岡県警に被害

届を提出している。（平成 23（2011）年）

　　また、Ｂ市の学校やＣ市の集会所においても、壁面に差別的な落書きが発見されている。（平成 28（2017）年～　

平成 29（2018）年）

〇　県内市町村において、自分の子どもの結婚相手が同和地区出身かどうかや、家を建てようとする場所が同和地

区であるかどうかを調べるための役所への問い合わせが継続的に確認されている。

〇　インターネット上において、県内市町村の特定の住所地を挙げ、そこが同和地区であることや、その住所地を

誹謗・中傷するといった書き込みが継続的に確認されている。

同和問題についての県民の意
識に変化はあるのですか？

このデータを見ると、はじめて
知った時に、「どのように」知っ
たのかが気になるなぁ…

　福岡県では、今後の人権教育・啓発を
進める上での参考とするため、５年ごとに

「人権問題に関する県民意識調査」を実
施しています。このうち、令和３年度人権
問題に関する県民意識調査（令和４年３
月公表）から、いくつかのデータと解説
を抜粋して紹介します。

（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/
uploaded/life/626274_61200203_
misc.pdf）

Ｑ　日本の社会に、「被差別部落」や「同和地区」な

どと呼ばれ「差別」を受けている地区があること

を、あなたがはじめて知ったのはいつ頃ですか？

どのような差別事象が発生しているのか

同和問題（部落差別）について、どのような意識を持っているのか
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Ｑ　「同和地区」があることをはじめて知ったのは何に

よってですか？　（知識の提供者）

Ｑ　あなたが同和地区の人と結婚しようとしたときに、家

族や親類から反対された場合、あなたはどうしますか？

Ｑ　部落差別（同和問題）を解消するには、どうしたら

よいと考えますか？

はじめて知った時に、悪いイメージや忌避意識、差

別意識を持ってしまった人が、学び直しや、出会い

直しをする機会がなければ、例えば、インターネッ

トで差別的なサイトや書き込みを見た時、そういっ

た意識がさらに強化されてしまうことになるんじゃ

ないだろうか。

過去の調査と比較すると、「人権を大切にする教育

活動・啓発活動を積極的に行う」等は増加、「同

和地区のことや差別のことなど口に出さないで、

そっとしておけば自然になくなる」等の消極的意見

は、減少傾向にあることが分かりました。

「学校の授業で」が最も多くなっていますが、家族や

親類からなど身近な人からや、「同和地区が近くに

あった」などを合計すると、約４割が日常生活の中で

認知したことになります。他方、「同和問題についての

集会や研修会」、「県や市町村の広報誌や冊子など」

の啓発活動等によって認知したものは11％にとどまっ

ています。

「自分の意志を貫いて結婚」「反対する人を説得し、説

得後に結婚」が微増となった一方で、全体の４分の１

強が「分からない」と回答している点が注意を引きま

す。

差別があり続けているということは、正し

く学んでいない状況があるということでも

あると思う。「寝た子はネットで起こされる」

という人もいる。正しい知識を身に付けな

いと。
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　「教職員の人権意識、人権教育に関する調査結果報告書」（福岡県教育委員会　平成 29 年１２月）

によると、教職員が人権問題、同和問題に出会うのは「教職についた後」の回答が多く、人権や差別

について深く考えるようになったきっかけの多くは、職場の人権教育の取組や人権課題の解決に取り

組む人、人権課題当事者との出会いであることが分かりました。このことからも、授業者である教師

自身も、学び続ける存在であるということが言えます。

　また、「福岡県教員育成指標」（令和４年改訂）において、教職としての素養の基盤に、自他の人権

を尊重する意識・意欲・態度を位置付けました。その中で、充実・深化ステージの教諭が身に付ける

べき資質・能力について、主体性・専門性をキーワードとして以下のように明記しています。

　児童生徒の学びを確かなものにするためには、学校、学級が安心できる居場所であることが不可欠

です。友だちと楽しく過ごせる、励まし合ってがんばることができる、ほっと一息つける、安心して

話すことができる、そんな学校、学級になっていることが求められています。

　それは、いじめや差別について周りに相談できる、いじめや差別に対して解決しようと共に動くこ

とができる集団づくりを、日常的に進めるということでもあります。

　とりわけ人権教育においては、個々の児童生徒の大切さを強く自覚し、一人の人間として接すると

いう教職員の姿勢そのものが、指導の重要な要素となり、教職員の人権尊重の態度によって、児童生

徒に安心感や自信を生むことにもなります。

同報告書では、全体考察の中で４点にわたって指摘がされています。

１　人権に関する意識について

　人権に関する意識について、特定職業従事者に求められる水準とはいえない回答結果があったこ

と。差別の原因を差別される側に求める「部落責任論」「自己責任論」「部落分散論」「寝た子を起こ

すな論」に通じる回答が少なからずあること。若い世代になるほどその傾向が強く表れていること等。

２　人権に関する知識について

　人権に関する知識について、教職員として身に付けておくべき必須の知識を、「人に説明できる」と

した割合が極めて低いこと。

３　人権問題、 同和問題との出会いについて

　人権問題、同和問題との出会いについて、「教職に就いた後」の回答が圧倒的に高い割合を示して

いること。人権や差別について深く考えるようになった出会いや学びは、①「職場の人権教育の取

組」、②「人権課題の解決に取り組む人との出会い」、③「人権課題当事者との出会い」であったこと。

４　人権意識と指導力の育成について

　人権意識と指導力の育成について、人権問題に関する知識や情報を得る有効な手段で最も多かった

のが「校内研修会」であること。教師自身が主体的・自主的な学びが可能となる条件整備や配慮を積

極的に行う必要があること。児童生徒の実態を踏まえて人間関係づくりや環境づくりを行う必要があ

ること。家庭訪問や地域との連携・協働、相談活動等、アウトリーチの実践が重要であること。

　人権問題を自分自身の課題としてとらえ、人権や人権擁護に関する知識を主体的に学び、その内容と

意義についての理解と認識を十分に深めるとともに、人権がもつ価値や重要性を共感的に受けとめるよ

うな感性や感覚を高め、それに基づく教育活動を積極的に行うことができる。

このあとのページでは、同和問題に関わる体系化の例と「部落差別解消推進

法」を各教科等に位置付けた学習展開例を紹介しています。

トピック「教職員の人権意識について」
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ふれる・気付く 深める 発信する・行動する

高　

等　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

中　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

小　

学　

校

高学年

中学年

低学年

【特別活動】
統一用紙 / 公正な
採用選考　★５　

【特別活動】
部落差別解消推進
法を踏まえて考え
を発信する P.45　

【特別活動】
筑前竹槍一揆　★２

【ホームルーム活動】
社会参画意識の醸成
インターネット上における
差別 （同和問題） ★６

【特別活動】
識字学級　★３

【公共】
部落差別解消推進法につ
いて既習事項を確認する。

【社会科】
同対審答申か
ら地対財特法

【社会科】
部落差別解消推進法
の意義を理解する P.43

【夏休み課題】　
人権作文
同和問題啓発強調月間　★８

【社会科】
室町時代の文化

【社会科】
「解放令」　★１

【社会科】
江戸時代の身分

【学校行事（修学旅行）】
京都の伝統文化

【社会科】
全国水平社

【特別活動】
教科書無償制度★４

【社会科】
室町時代
の文化

【社会科】
江戸時代　新しい学問
解体新書

【社会科】
部落差別解消推進
法について知る
P.41

【総合的な学習の時間】
人権啓発情報センター
訪問

【図画工作】 『あおぞら２』
「革であそぼう」

【道徳科】 『かがやき』
「カボチャとメロン」

【特別活動】
奨学金の取組と
成果　★７

■　例示した学習内容の概要

★１【「解放令」】
　明治４（1871）年に出された、被差別身分である「穢多身分」「非人身分」などの身分・職業とも平民同様にする
とした太政官布告のことをいいます。「解放令」は、被差別身分だった人にも居住や職業選択等の市民的自由を与え、
行政的に平民と同様に扱うという「形式的平等」を保障するものでしたが、実態は、それまでの職業特権をはじめと
する固有の権利を取り消し、平等の負担を課すことを目的とするものであったという側面から、「賤民廃止令」、「賤称
廃止令」とも呼ばれます。このように「解放令」が被差別部落の人々を平民と同じにすることを法的に示した意義は大
きなものがありますが、差別をなくすための実質上の行政措置はほとんど講じられませんでした。一方、被差別身分
とされた人々は、「解放令」を歓迎し、日常生活での差別待遇の撤廃（例えば、村政や祭礼への参画、入会権、飲食
店や浴場への出入りなど）を求めて行動を起こしました。しかし、この行動は、周辺地域の人々には容易には受け入
れられず、かえって暴力を伴う制裁を受けることもありました。ここに、社会の深層に、偏見と差別とがいかに根づい
ているかを見ることができます。これに対して、この「解放令」を拠り所にして、差別からの解放と生活の向上を求め
る動きが各地で起こりました。

同和問題（部落差別）に関する体系化表の例

第
２
章
（
同
和
問
題
）

－ 35 －



★２【筑前竹槍一揆】
　明治６（1873）年６月に約 10 万人が参加したともいわれる旧福岡藩全域に及ぶ新政反対一揆のことをいいます。　　
米相場を伝える合図をめぐって、嘉麻郡の農民の行動に端を発し、富豪宅の打ち壊しから、次 と々県内各地の農民を
はじめとする人々が参加しました。そして、福岡県庁（当時）の一部を焼き討ちしましたが、士族隊などにより鎮静化
されました。この一揆は、全国で起こった新政反対一揆の一つに含まれます。その時の嘆願書には、年貢の３か年減
免、学校制度と徴兵制度や太陽暦のとりやめなどとともに、「解放令」の廃止も記されていました。
　この一揆で注目されることは、多くの被差別部落が焼き討ちされたことです。その背景には、行政による近代化政
策についての説明が不十分だったことに加え、近代化政策について人々が理解していなかったということとともに、差
別意識の現れでもあったと考えられます。また、「解放令」以後の被差別部落の人々の動向を「横柄」「増長」と捉え
る農民をはじめとする人々の差別意識があり、「解放令」反対も含む一揆としては、全国最大規模のものでした。
　福岡県教育委員会作成の同和教育副読本「かがやき」では、中学校用に「竹笛の詩」、高等学校用に「筑前竹槍
一揆」を掲載しています。被差別部落の焼き討ちがごく「ふつうの民衆」によって行われたことや、法律等を出すだけ
では解消に至らなかったことなどについて学ぶことをねらいとし、多くの学校で教材として活用されています。　

★３【識字学級】
　差別や貧困のために、学校に行きたくても行けず、文字の読み書きができなかった人々の、文字が読めるようにな
りたいとの思いから始まった識字学級は、昭和３０年代頃、福岡県から始まったとされ、やがて全国に広がりました。
　（※　識字学級の始まりについては、諸説あります。）
　かつて、同和地区においては、差別のために安定した仕事に就く道が閉ざされていたために、子どもの労働力にも
頼らざるをえない厳しい状況がありました。そのため、子どもの頃に学校に行けなかった人々は、失われた学習の機
会を再び得る必要があったのです。その後、同和地区から始まった識字学級は、差別と貧困に苦しむ地域へと、その
活動の範囲を広げていきました。現在では、市民を対象にした夜間中学校や在日外国人を対象にした識字学級、さら
には点字・手話を中心にした活動等も行われています。
　識字学級は、一部の教科書に記載されている他、『かがやき』『あおぞら２』等の県教育委員会作成の人権教育教
材において教材化されています。中学校や高等学校等での活用例が多くある中、文字と出会って間もない小学校１年
生に、文字を学ぶことの大切さを学ばせるための教材や、小学校低学年において、生活を豊かにするために文字を使
おうとする意識や態度を育成するための教材としても活用されています。

★４【教科書無償制度】
　同和問題の解決に向けた具体的な方策が講じられる前から、差別と闘う人々によって、様々な運動が行われてきま
した。その取組は、同和地区の住民だけでなく、同じような課題を抱える人々に対する取組へと広がっていきました。
その１つである教科書無償制度の成立に大きな役割を果たした運動は、高知県の同和地区から起こりました。日本国
憲法第２６条「義務教育は、これを無償とする」という条文を学んだ保護者たちが、当時有償であった教科書の無償
化運動を展開します。教科書の無償化を求める運動は、教育や就労の権利を奪われてきた人々にとって、生活の安定
と向上、差別の解消につながる取組でもありました。この運動が多くの人々の支持を集め、昭和 38（1963）年　　　　

「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」が成立し、昭和 44（1969）年までに、順次小中学校に
通う全ての児童生徒に、教科書が無償で配布されるようになりました。
　多くの小中学校で新しい教科書が配布される年度当初等にこの制度についての学習が進められていますが、高等学
校等においても高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」等を活用し、県部落差別解消推
進条例と併せてこの制度についての学習も行われています。

★５【全国高等学校統一用紙（統一応募用紙・公正な採用選考）】
　1970 年代以前は、住所や親の職業などを選考の基準に含む企業等があり、そのことで夢や希望を断たれた子ど
もが少なくありませんでした。その後、高校生や保護者の願いを受けて、たくさんの人たちの声が一つになり、昭和
48（1973）年に高等学校統一用紙（統一応募用紙）が制定されました。家族欄、本籍（県名のみ）欄の削除、保
護者欄の削除などの改定を加えて、現在の形式になっています。
　また、採用選考に当たっては、応募者に広く門戸を開くとともに応募者の適性・能力のみを基準として行うことが肝
要です。したがって、県は福岡労働局と共に、採用選考時に本籍や家族の職業等「本人の責めに帰すことができない
事項」や思想・信教等「本来自由であるべき事項」について書かせたり聞いたりすることは、差別につながるおそれ
があるので、これらの質問や調査はしないよう不適正選考をなくす取組を企業と連携して行っています。
　しかしながら、本県においても、未だ、採用選考時に就職差別につながるおそれのある質問や書類の提出を求め
るなど、不適正な事象が後を絶たない状況があります。そのため、多くの県立学校において校内研修や授業実践が
進められているだけでなく、県教育委員会主催の研修会や各地区で行われている学習会で不適正選考の状況につい
て把握するとともに、関係機関との連携も図られています。

★６【部落地名総鑑事件（インターネットにおける差別と関連して）】
　昭和 50（1975）年 11月に発覚し、昭和 60(1985）年までに８種類約 220 冊を超える差別図書が「人事極秘」、

「部落地名総鑑」等の書名で販売されました（法務省調べによる）。その中には、全国の同和地区名、所在地、戸数、
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主な職業などが記載されています。これらの図書を購入した企業の主な目的は社員の採用に当たって同和地区出身者
を調べて排除することであり、個人購入者も結婚に当たっての身元調べに利用するなど大変悪質なものでした。法務
省は、人権侵犯事件として調査・処理し、図書を回収・処分するとともに購入企業に指導を行いました。この事件を
きっかけに、労働省（現厚生労働省）・文部省（現文部科学省）及び全国高等学校長協会の協議をもとに、本籍地等
を削除した「全国高等学校統一用紙」を定めるほか、一定規模以上の事業所に「公正採用選考人権啓発推進員」を
選任する制度が設けられました。
　平成 28(2016) 年に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」の第１条に、「この法律は、現在もなお部
落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ」とあり、
具体的な事例として「部落差別の実態に係る調査結果報告書（法務省人権擁護局　令和 2 年 6 月）」において、イン
ターネット上の部落差別等について、同和地区の所在地情報を流布したり、その居住者や出身者を誹謗中傷したりす
るといった書き込みが継続的に確認されていることが指摘されています。さらに、インターネット上で部落地名総鑑の
もととなった「全国部落調査」が公開され、その差し止めを求める裁判が起こされるなど、情報化の進展により問題
が一層深刻になっている現状があります。

★７【奨学金の取組と成果】
　昭和 30 年代後半に、同和対策審議会が行った調査では、同和地区の中学生徒の進学率は、一般地区の約半分
で、その主な原因は、家庭の厳しい経済状況により本人の学べる環境が整っていないことでした。経済的な理由によ
り、進学が困難な生徒の教育の機会均等を保障するために「奨学金」制度が作られ、生徒の進学率の向上につなが
りました。平成 14（2002）年、国の同和対策事業を支えた特別措置法の失効に伴い、同和地区の生徒を対象とし
た奨学金は廃止されました。その後、この奨学金制度は、対象を低所得世帯の全高校生に広げた一般対策として取
組が進められました。
　この改善には、自立のための教育の機会均等と人材育成を目的とする奨学金制度の趣旨が生かされ、成績を問わ
ない、中学３年時に予約できる、支度金制度のある、大きな採用枠をもつものとなりました。あたらしい奨学金制度
は、経済的理由で進学を断念せざるを得なかった多くの生徒のために、広く活用されるものとなりました。その後、
現在までに、貸与金額のメニュー制、返還月賦制の導入、支度金３月末貸与などの改善が積み重ねられています。
　県教育委員会作成の高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」等でも取り扱っています
が、中学校においても、地域の様々な自主教材を活用し、奨学金制度についての学習が進められています。

★８【同和問題啓発強調月間】
　本県では、「同和対策特別措置法」（昭和 44（1969）年）が施行された７月を、「同和問題啓発強調月間」とし
て、同和問題解決に向けた街頭啓発や講演会の実施、マスメディアを通じた啓発等、様々な啓発事業を実施してお
り、地域と学校が連携した取組も進められています。
　そのため７月になると、県内各地の公共施設において特設コーナーが設置されたり、駅前等で啓発活動が実施さ
れたりすることで、児童生徒が同和問題にふれる機会が多くなります。これと関連させて、夏休みの課題として人権
作文や人権標語、人権ポスターの作成等に取り組んでいる学校や地域もあります。

　部落という言葉は、「集落」や昔の村落の単位である「字」の意味で使われることがあ

り、被差別部落の略称として使われる場合もあります。明治時代以降、部落差別の対象

となった地域には、江戸時代の被差別地域との連続性を指摘できるところが少なくあり

ませんが、それがいつ、どのように形成されたのかは、地域性や多様性もあり、現在も

研究が進められています。

　「同和地区」とは、「歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてい

る地域（福岡県部落差別の解消の推進に関する条例第８条）」をいい、部落差別を受け

ている地域のことです。　

P.50 では、関連教材の紹介等を掲載していますので、ぜひ、

参照してください。

「被差別部落」や、「同和地区」とは、何ですか？

なるほど。気になったことは、聞いたり調べたりすることが大切ですね。
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　中学校や高等学校では、教科書に「部落差別」という言葉が用いられていることをふまえ、学校や地域の実
情に応じ、小中連携した取組のもと、小学校段階で「部落差別」の言葉を用いた授業実践が積まれています。
　今回提示している小学校の学習展開例では、「部落差別」という表現を使用することを前提としています。そ
の際の留意点や事前の学習については後述していますので、参照してください。

■　ねらいの重点化について

　「部落差別の解消の推進に関する法律・条例」（それぞれ、「部落差別解消推進法」、「福岡県部落差別

解消推進条例」と表記しています。）について、単に法や条例を知らせるということにとどまらず、そ

の意義について学ぶことを通して、児童生徒にどのような力を身に付けさせるのか、それぞれの校種

におけるねらいを明確にしましょう。そのためにも各校種における学習展開例が、体系化においてど

のように位置付けられているか把握しておきましょう。

学習展開例 本時のねらい 体系化表における整理 （例）

小学校
（社会科）

　基本的人権が守られていない課題につい
て考え、 これからの我が国の在り方につい
て考えることができる。

ふれる・気付く
　基本的人権が守られていない課題について考え
る中で、 部落差別解消推進法が制定されたことを
知る。

中学校
（社会科）

　現代の社会において、 平等権が保障され
ていない問題として部落差別が存在するこ
とや差別を解消するための取組について理
解し、 差別のない社会をつくるために必要
なことを考えることができる。

深める
　小学校における学習で初めて知った部落差別解
消推進法について、 条文をもとにして、 基本理念
の意味や制定の背景を理解する。

高等学校
（特別活動）

　「水平社宣言」 や 「部落差別解消推進法」
の目的や基本理念を学ぶことを通して、 差
別をなくす意義や価値について考え、 人間
の尊厳や価値を認識し、 自他の価値を尊
重する態度を育てる。

発信する・行動する
　部落差別解消推進法の基本理念を踏まえ、 差別
のない社会を実現するために、 自分に何ができる
のかや、 一人一人どのような行動が求められるの
かについて自分の考えを発信する。

 

 

 

 
    
 
 
 
 

 

 

日本にはまだまだ基本的人権が守られてい

ない現状があり、その解決のために様々な

　　　　法律がつくられているんだ！

部落差別の解消に向けて法律が制定さ

れたが、差別のない社会をつくるために

は、国民一人一人が差別をなくす主体者

　　　　　となることが大切なんだな。

「水平社宣言」は、様々な人権課題にお

いて苦しむ人々にとっても大切なものに

なった。自分も差別のない社会を実現す

　　　るために何ができるのか考え

　　　　続けたい。

基本的人権が守られていない現状に

対し、国はどのような取組をしているの

　　かな？

部落差別解消推進法の制定にはどのよう

な背景があり、どのようなことを基本理念

　　　として掲げてあるのだろうか？

「水平社宣言」に込められた思いや部落差

別解消推進法の基本理念を通して、

　　　自分たちの生活を振り返って

　　　　　みよう。

部落差別解消推進法を位置付けた学習展開例
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　「部落差別」という表現を使用せずに、同和問題に関する学習の展開を新たに提示することは可能です

が、今回の学習展開例のように「部落差別解消推進法」についての学習をする際は、「部落差別」につい

ての説明は必要となります。　　

　県教育委員会が作成した人権教育学習教材集「あおぞら２」の教材「田中松月と全国水平社」を活用

した展開例では、すでに「部落差別」という言葉を使って教えており、活用に当たって以下のように記

しています。

　憲法について知るのと同様に、様々な差別を解消するための法律があることを知ることには、大きな

意義があります。ここでは、むしろ『あおぞら２』との関連等も工夫しながら、「部落差別」という言葉

を使って小学校での展開事例を示すことによってこそ、部落差別解消推進法や福岡県部落差別解消推進

条例が施行された今の時代の教師用手引書としての意味を持つと考えることができます。

　もちろん、先に述べたように、地域の実態や学校のこれまでの取組を踏まえることは当然大切なこと

です。賤称語についても、小学校段階ですでに学んでいる地域もあれば、被差別当事者とのつながり等

をこれから新しい取組としてはじめていこうとしている地域もあります。

　外国人の人権課題に関する「ヘイトスピーチ解消法」についての学習展開例では、小学校段階におい

ても「ヘイトスピーチ」という言葉を使っての学習展開例としています。このことから、同和問題につ

いての学習展開例についても、法の周知を図る上では、「部落差別」という表現を使用することも必要だ

と考えています。

　具体的には、以下に例を示しています。

　

　参考までに、中学校の教科書における「部落差別」の記述を紹介します。

　小学校学習指導要領解説社会編では、部落差別の文言を取扱うことについては記述されていない。し

かし、第６学年の目標において、「社会に見られる課題を把握して、その解決に向けて社会への関わり

方を選択・判断する力を（中略）養う」「よりよい社会を考え学習したことを社会生活へ生かそうとす

る態度を養う」と示されている。

　活用に当たっては、まず、歴史学習と関連させながら、「部落差別」が不合理なものであることを理

解させたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「田中松月と全国水平社」教師用資料（抜粋）

　同和問題（部落差別）とは、日本社会の歴史的過程において形づくられた身分差別により、日本国

民の一部の人々が、長い間、経済的、社会的、文化的に低い状態に置かれることを強いられ、現代社

会においても同和地区と呼ばれる地域の出身者であるということなどを理由に、日常生活で様々な差

別を受けるという、わが国固有の人権問題です。(法務省の HP から引用 )

広がる社会運動と男子普通選挙の実現　東京書籍　中学校　新しい社会歴史（令和元年度）

　部落差別に苦しむ被差別の人々も、政府にたよらず、自力で人間としての平等を勝ち取り、差別か

らの解放を目指す運動（部落解放運動）を進めました。1992 年に京都で全国水平社が結成され、運動

は全国に広がっていきました。

平等権①共生社会を目指して　部落差別の撤廃　東京書籍　中学校　新しい社会公民（令和元年度）

　部落差別は、被差別部落出身者に対する差別のことで、この問題は同和問題ともいいます。江戸時

代に差別されていた、えた身分、 ひにん身分は、明治時代の「賤称廃止令」により廃止されました。し

かし、その後も就職や教育、結婚などの面では、差別は続きました。これに対して差別を打ち破ろう

とする部落解放運動がおこり、1922 年に全国水平社が結成されました。1965 年に同和対策審議会が出

した答申は、部落差別の撤廃は国の責務であり、国民の課題であると宣言しました。これに基づいて

法律が整備され、対象地域の人々の生活を改善する同和対策事業や、差別をなくす啓発活動が推進さ

れてきました。しかし、今なお差別は解消されておらず、2016 年には、部落差別解消推進法が制定さ

れました。

■　小学校において 「部落差別」 という表現について説明を行うに当たって
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全国水平社

　大正時代、差別されてきた人たちの生活を改善することを目的とした、政府、地方公共団体、各種団体による取組が

行われましたが十分ではなく、厳しい差別を解消するまでには至りませんでした。

　一方、大正 7（1918）年に起きた米騒動を契機として、人々の生活上の権利を求める動きが盛んになりました。

大正 11（1922）年には、差別されていた人々が、自らの力で差別撤廃をめざして、京都市で全国水平社の創立大会を開

きました。大会では、運動方針を示す綱領とともに、日本初の人権宣言ともいわれる「水平社宣言」が満場一致で採択

されました。しかし、時代は戦争へと向かい、水平社運動は、他の諸運動とともに、中断に追い込まれていきました。

「穢多 （えた）」 等の呼称

　差別されてきた人々に関する身分制度の形成過程についても、全国的に画一ではなく地域によって様々ですが、江戸

時代以前に地域の共同体から排除するといった日常生活上の差別や差別意識が存在していたところへ、江戸時代中期以

降に、幕府や藩によって政治的差別が加わってきたことによるものと考えられるようになりました。

「穢多」「非人」等の呼称は、差別的な賤称語であり、現在も差別用語として社会で生き続けており、同和問題を学習す

る場面以外では使うべきではありません。今もこの言葉に深く傷つけられ、悔しい思いをしている人々の思いから学び、

「差別の厳しさ」をともに考えていくことが重要です。

　一方、小学校教科書では、以下のような記述になっています。

　現行の学習指導要領では、公民的分野の学習後に歴史的分野を学習することになっています。今回の

学習展開例（P.41～）のように、歴史的分野の学習時点で学習展開例における学習内容を想起させて、

「部落差別」という言葉をおさえることも可能です。

新しい世の中の文化や生活　東京書籍　新しい社会 6　歴史編（令和元年度）

　江戸時代の身分制度は改められ、すべての国民は平等であるとされ、職業や住む場所が自由に選べ

るようになりました。身分制度のもとで苦しめられてきた人々も、1871 年の法令で身分上は解放され

ました。

（コラム）　本当の平等を求めて

　長い間差別に苦しめられてきた人々に対して、政府は差別を無くすための政策や生活の改善を行い

ませんでした。そのため、望んだ仕事につくことや教育を受けることは難しく、苦しい生活の中で、結

婚や就職、住む場所など、日常生活での様々な差別が新しい形で残されました。こうした状況に対し

て、これらの人々は、解放の法令を機に自らの力で差別をなくす運動を進めていきました。

〇主な学習活動・学習内容 ねらい

１

【配時３】

〇　平和で民主的な国家及び社会について調べる

　・終戦後の人々の暮らし

　・終戦後の日本社会の変化

　終戦後の人々の暮らしや思い、社会の変化を

知ることを通して、今の自分たちの生活とのつ

ながりについて考えを広げることができる。

２

【配時３】

〇　産業の発展とオリンピック・パラリンピック

について調べる

　・日本の国際社会への復帰

　・産業の発展と人々の暮らしの変化

　終戦後の日本社会の変化や周りの国々との関

係の変化について調べることを通して、歴史で

結びつきの強い周りの国々との友好や信頼の関

係を築いていく上で大切なことに気付くことが

できる。

３

本時

2/2

【配時２】

〇　これからの日本について考える

　・基本的人権の尊重

　・障害者差別解消法

　・部落差別解消推進法

　国際社会の一員としての役割を果たすととも

に、平和で豊かな社会を実現していくためにも

基本的人権が守られていない課題等について考

えることを通して、これからの我が国の在り方

について考えを持つことができる。

４

【配時１】

〇　歴史を学ぶ意味を考える 　歴史上の人物や出来事から学んだことを意見

文に表して伝え合うことを通して、これまでの

学びを整理し、自分自身がこれから社会とどう

向き合っていくのか考えることができる。

※　学習計画との関連については、P.28「差別解消三法と小学校における学習計画との関連について（例）」を

ご覧ください。

　全国水平社、「穢多（えた）」等の呼称について

■　小学校学習展開例に関わる学習計画例
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小学校学習展開例

校種/教科等 小学校　社会科 対象学年 第６学年

単元名 平和で豊かな暮らしを目ざして 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　③権利と責任、 公平 ・ 公正

ふれる・気付く

　基本的人権が守られていない課
題について考える中で、 部落差別
解消推進法が制定されたことを知
る。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　基本的人権が守られていない課題について考え、 これからの我が国の在り方について考えることが

できる。 【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時の学習を振り返り、 本時のめあてをつ

かむ。

・ 今の日本の社会に残された課題があった

・ 基本的人権が守られていないことは、 課題で

ある。

○　今の日本の国内や周りの国々との間に残さ

れた課題や、 課題を解決していく努力が必要

であることを想起させる。

※　前時までに、 教科書に記された日本の社会

の課題について学習しておく。 その際、 教科

書によって、 記載箇所が違うことに留意する。

★１　課題の解決には、 全ての人が幸せに生き

る社会にする必要があり、 基本的人権の尊重

の視点をもつことが大切であることを伝え、

今も課題が残っていることに気付かせ、 めあ

てにつなげる。 （P.47）

７

２　今の日本で基本的人権が守られていない課

題について考える。

・ 前の時間で、 基本的人権の尊重について学習

した

・ 今の日本で、 基本的人権が守られていない課

題がある

○　教科書の記述を振り返り、 基本的人権が守

られていない課題を出し合わせる。

※　これまでの学習と関連付けながら、 課題に

気付かせるために、 政治的分野等の既習の

教科書の記述に着目させる。

※　基本的人権が守られていない課題に対し、

国はどのような取組をしているか疑問を持た

せ、 次の学習活動につなげる。

30

・ 自然災害からの復興　 ・ 環境　

・ 少子化　 ・ 高齢化　 ・ 人権　 ・ 領土

・ アイヌの伝統や文化を守ること

・ 日本人拉致問題　等

 めあて　基本的人権が守られていない課題について調べ、 これからの日本に必要なこ

とを考えよう。

【教科書の記述から想定される課題】

・ 就職や結婚などの際に差別を受けること

・ 男女の性別による差別

・ 障がいのある人に対する差別

・ 在日外国人に対する差別　

・ アイヌの人たちに対する差別　等
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３　課題を解決するための法律について知る。

(1) 「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」 について振り返る。

・ 障がいのある人への差別をなくすための法律

である

・ 基本的人権の学習のとき、 ポスターを見た

・ 障がいのある人への差別をなくすことについ

て学習した

(2) 「部落差別の解消の推進に関する法律」 に

ついて知る。

・ 部落差別をなくすための法律である

・ 江戸時代、 百姓や町人とは住む場所や交際な

どを制限されるなど差別があった

・ 「解放令」 の後も、 住む場所や結婚、 就職な

どの差別がなくならなかった

・ 全国水平社をつくり、 差別をなくす運動を広

げていった

・ 今も、 就職や結婚で差別がある

４　全ての人の基本的人権を守るために、 これ

から必要なことについて考える。

・ いろいろな差別があることや、 なくす取組の

大切さを一人一人が知ることが大事である

・ 差別をなくすためには法律が必要である

・ 県や市町村、 地域で、 みんなで取り組んでい

くことが大事である

・ 私たち一人一人が差別をなくしていく努力を

する

○　「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」 のポスターを提示し、 どのような

法律であるか確認する。

※　法律についての既習内容を振り返らせる。

・ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」 広報ポスター （内閣府） ★１

○　「部落差別の解消の推進に関する法律」 の

ポスターを提示し、 どのような法律であるか

考えさせる。

★２　部落差別に関する教科書の記述を振り返

らせるとともに、 「部落差別」 の言葉につい

て知らせ、どのような問題であるか確認する。

その際、 他教科等も含め、 『かがやき』 『あお

ぞら』 『あおぞら２』 等の教材を活用するな

どの部落差別についての学習経験があれば

踏まえるようにする。

※　実態に応じて、 県や自治体が出している条

例などにも触れるようにする。

　 ・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 啓

発ポスター （福岡県） ★１

○　個人で考えさせた後、 ペアやグループ、 全

体で考えを交流させる。

※　私たち一人一人が理解を深め、 差別をなく

していくことの大切さに気付かせるために、

法律の第二条に示された 「部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を

深める」 という視点をもたせる。 また、 この

視点は、 部落差別だけでなく、 どの課題につ

いても同様であることを伝える。

☆　差別のおかしさに気付くことができるよう、

正しく知ることや学ぶことの大切さを伝え、

差別のない社会の実現のために授業者自身

もその一員であることを補足する。

５　本時学習を振り返る。 ○　これからの日本に必要なことをまとめ、 自

分が大切に思うことを考えさせる。

８

まとめ　基本的人権が守られていない課題について、 私たち一人一人が理解を深め、

差別をなくす努力をしていくことが必要である。
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中学校学習展開例

校種/教科等 中学校　社会科 対象学年 第３学年

単元名 憲法が保障する基本的人権 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　③権利と責任、 公平 ・ 公正

深める

　小学校における学習で初めて知
った部落差別解消推進法につい
て、 条文をもとにして、 基本理念
や制定の背景を理解する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　現代の社会において、 平等権が保障されていない問題として部落差別が存在することや差別を解

消するための取組について理解し、差別のない社会をつくるために必要なことを考えることができる。

【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時までの学習を振り返る。

　 ・ 個人の尊重、 幸福追求権

　 ・ 法の下の平等

２　人権が保障されていない事象を出し合い、

本時学習のめあてをつかむ。

○　基本的人権について、 個人の尊重や幸福追

求権、 法の下の平等の考え方が根源にあるこ

とを想起させる。

○　法の下の平等 （憲法第 14 条） をもとに平

等権について説明し、 教科書の記載内容を参

考に、 それが保障されていない事象を出し合

わせ、 差別をなくすためにはどうしたらよい

か、 問いを持たせる。

※　【予想される個別の人権課題の例】 につい

ては、 次時 （外国人の人権等） で調べる活

動もあることにふれ、 ここでは１つ１つの説明

は省く。

10

３　部落差別に関する問題と、 これまでの差別

をなくすための取組について知る。

(1)  平成 29 （2017） 年 「内閣府世論調査」

を見て、 結婚や就職について人権侵害をこう

むっている人たちがいるという事実や、 イン

ターネットの書き込みの実態から、 現存する

部落差別に関する問題について知る。 　　

・ 結婚問題で周囲の反対を受けることへの回

答が多い

・ 差別的な言動や身元調査の問題がある

・ 就職・職場で不利な扱いを受ける問題がある

・ インターネットを利用して差別的な情報が掲

載される問題がある

(2) 「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推

進法」 について知る。

・ 昭和40（1965）年に出された答申に、 部

落差別の早急な解決が国の責務であり、 国

民の課題であることが明らかに記された

・ 答申に基づいて、 差別を解消するための法

律が制定され、 生活環境の改善を図る事業

〇　他の人権課題にも共通するものもあること

にふれるとともに、 「差別のない社会をつく

るための取組について、 まず、 部落差別から

考えてみよう」 と生徒に伝える。

★１　「内閣府世論調査」 の 「部落差別等の同和

問題に関する人権問題」 のグラフを提示し、

どのような問題があるか気付かせ、 部落差別

に関する問題であることを知らせる。 （P.48）

○　「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推進

法」 について、教科書の記述に沿って説明し、

部落差別をなくすための様々な法令や取組に

ついて理解できるようにする。

※　大正 11 （1922） 年の全国水平社の創設

以来、 被差別部落の人々を中心に差別をなく

す運動が進められてきたことを既習内容から

15

【予想される個別の人権課題の例】

・ 部落差別　 ・ 外国人の人権

・ アイヌの人々　 ・ 障がいのある人

・ ハンセン病患者、 元患者　 ・ 女性

・ 性的マイノリティ　等

 めあて　差別のない社会をつくるために、 どのようなことが必要か考えよう。
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が行われた

・ 人権教育や啓発活動などの取組が、 国や地

方自治体で引き続き行われている

・ 差別をなくす運動が粘り強く進められたこ

とは、 これまでの取組へつながった

振り返らせるとともに、 これまで国はどのよ

うな取組を行ってきたか、 問いをもたせる。 　

※　教科書の巻末に掲載されている資料などを

用いて、 答申の 「部落差別の早急な解決は

国の責務であり国民的課題である」 という一

文に着目させる。

４　「部落差別の解消の推進に関する法律」 につ

いて知り、 差別をなくすために必要なことに

ついて考える。

(1) 「部落差別の解消の推進に関する法律」 の

内容を知り、 法律ができた社会的な背景や意

義について考える。

・ 現在も部落差別が存在し、 情報化の進展に

伴って部落差別に関する状況の変化が生じ

ている

・ 日本国憲法の理念にのっとり、 部落差別は

許されないものであることや、 差別の解消

に関して国や地方公共団体の責務が示され

た

・ 部落差別のない社会を実現するために法律

が制定された

・ 法律の制定には、 多くの人たちの差別をな

くしたいという願いが込められている

(2) 部落差別を解消するために、 どのようなこ

とが必要か考える。

・ 一人一人が差別をなくす大切さを理解して、

差別のない社会づくりをめざして生活する

・ 偏見をもたないようにする

・ 誤った情報を鵜呑みにしたり、広げたりしな

い

・ 自分自身が差別の問題について正しく知り、

差別に気付くようにする

・ 周りの人に差別のおかしさを伝える

○　教科書の巻末資料や条文を準備し、 第一条

（目的） に着目させる。

★２　「部落差別の解消の推進に関する法律」

（条文）

※　条文の「現在も部落差別が存在する」 「情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変

化が生じている」 に着目させたり、 解説した

りして、 法律が制定された背景を考えさせる。

※　「部落差別」 の名称を冠した初めての法律で

あることを伝え、 日本国憲法が根拠となって

いること、 「部落差別のない社会を実現する」

ことが法律の趣旨であることに着目させる。

○　教科書の記述や条文をもとに、 個人で考え

させた後、 ペアやグループ、 全体で考えを交

流させる。

※　考える視点をもたせるために、 条文の第二

条（基本理念）の「かけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念にのっとり」

や 「国民一人一人の理解を深める」、 第五条

の 「教育及び啓発を行う」 にも着目させる。

☆　部落差別のおかしさをきちんと判断するこ

とができるよう、 正しく学び続けることの大

切さを伝え、 部落差別のない社会の実現の

ために授業者自身もその一員であることを補

足する。

20

５　本時学習を振り返り、 まとめを行う。 ○　今日の学習で分かったことは何か振り返ら

せ、 生徒の言葉を用いてまとめる。

※ 教師自身の部落差別に関する出会いや体験

を踏まえた差別のない社会をつくる考えを伝

えるなど、 差別の解消に向けて取り組むべき

は私たち一人一人であるという意識を高め、

どの人権課題も同様であることにふれ、 次時

は他の人権課題について、 学習していくこと

を伝える。

5

 まとめ　基本的人権が保障されていない問題の一つに部落差別があり、 解消に向けて法律

が制定されるなど様々な取組が行われている。部落差別解消推進法にあるように、差

別のない社会をつくるためには、 国民一人一人の理解を深めることが大切である。
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高等学校学習展開例
発信する・行動する

　部落差別解消推進法の基本理念を踏まえ、
差別のない社会を実現するために、 自分に何
ができるかや、 一人一人どのような行動が求め
られるのかについて自分の考えを発信する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　「水平社宣言」 や 「部落差別解消推進法」 の目的や基本理念を学ぶことを通して、 差別をなくす意

義や価値について考え、 人間の尊厳や価値を認識し、 自他の価値を尊重する態度を育てる。

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　めあてを把握する。

・ ありのままでいられない社会があること

〇　高校生用学習資料の表紙を読み、 「ありの

ままの私って何だろう？」 と問い、 めあてに

つなげる。

※　「ありのままの私でいられない社会」 と 『あ

おぞら２』の「一番分かってほしいこと」の「差

別があるから語れない」 ということをつない

で考えさせると効果的である。

5

２　差別をなくすための取組について考える。

（1） 「水平社宣言」 について確認する。

・ 日本最初の人権宣言と言われていること

・ 「水平社宣言」 に込められた思い

・ 全国水平社の創立の背景

○　高校生用学習資料の 「差別をなくすため

には」 を読んで、 大正 11 （1922） 年の

全国水平社創立大会で採択された 「水平社

宣言」 が日本で最初の人権宣言といわれて

いることを説明する。

★１　「水平社宣言」 の原文を活用する際に留

意すること （P.49） を参考にする。 以下は、

現代語訳を活用した場合

※　「水平社宣言」 は、 「被差別部落に同情し

たり、 差別の原因を被差別部落側に求め

たりする従来の活動では差別はなくならな

い。」 ことを提起し、 「被差別の私たち自身

が立ち上がって、 人間の尊厳と平等を社会

全体に訴えよう。」 と呼びかけていることを

伝える。

○　明治政府が 「解放令」 で身分制度を廃止

したが、 部落差別は根強く残っていた事を

おさえて、 差別に立ち向かおうとした青年

たちが中心となって。 「全国水平社」 を創立

したことを伝える。

25

 めあて　「ありのままの私」 でいられる社会をつくるために、 差別をなくすための取

組や法 ・ 条例の意義や価値について考え、 学校生活の中で自らが大切にした

いことを考えよう。

校種/教科等 高等学校　特別活動

対象学年 ―

人権教育を通じて育てたい資質・能力の分類

価値的・態度的側面

①人間の尊厳・価値の尊重、自己尊重の感情
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（2） 「水平社宣言」 を読んで、 キーワードと思

う箇所に下線を引く。 その後、 グループで意

見交流する。

【キーワードの例】

・ 「人間を尊敬する事によって」

・ 「人の世に熱あれ、 人間に光あれ」

・ 「人間を勦
いたわ

る事が何であるか」 ( 原文 )

・ 「吾々がエタである事を誇り得る」 ( 原文 )

（3） 「水平社宣言」 に込められた思いについて

振り返りながら、 現在の部落差別について考

える。

３ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 の意

義や意味について確認する。

・ 現在も部落差別が存在すること

・ 情報化の進展等によって、 新たな人権問題

が生じていることが法律制定の背景にある

こと

・ 日本国憲法の理念にのっとり、 部落差別は

許されないものであることが法律に示され

たこと

４　部落差別のない社会を実現するためには、

一人一人に何ができるのか考える。

○　教師が宣言 ( ※現代語訳 ) を音読し、 気

になった言葉や心を動かされた箇所 ( キー

ワード ) に下線を引かせ、 その理由を班で

意見交流を行い、 まとめさせる。 また、 大

事だと思った理由を説明させる。

例

・ 一人一人の人間はかけがえのない存在だか

ら

・	あらゆる差別のない社会の実現に向けた熱

い思いと望みを胸にみんな一緒に取組もう

・ 同情や哀れみで差別はなくならないことを

分かっている

・ 差別される痛みを知っている私たちだから

こそ、 人を尊敬する大切さがよく分かって

いる事を誇りに思う

〇　自らを傷つけ、 苦しめてきた言葉を敢えて

使用した宣言は、 被差別の立場を生きる人々

を勇気づける宣言として、 様々な人権課題にお

いて苦しむ人々にとっても大切なものになった

ことをおさえる。

★２　部落差別解消推進法第六条に基づいた部

落差別の実態に係る調査結果 ( 令和 2 年 6

月 ) 

・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」（条

文）

・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 啓

発ポスター （福岡県）

※　条文の 「現在も部落差別が存在する」 「情

報化の進展に伴って部落差別に関する状況の

変化が生じている」 に着目させたり、 解説し

たりして、 法律が制定された背景をおさえる。

※　「部落差別」 の名称を冠した初めての法律

であること、 また、 「部落差別のない社会を

実現する」 ことが法律の趣旨であることを伝

える。

※　他の教科と関連させながら、 インターネット

上の差別情報等に対しては、 許せないという

態度を育てていく。

☆　教師自身の部落差別に関する出会いや体験

を踏まえ、 授業者の思い等を語ると効果的で

ある。 （P.49）

15

5　本時の学習を振り返る。 ○　本時を振り返り、 全ての人が 「ありのまま

の私」 でいられる社会をつくるために、 自身

が生活を送るうえで大切にしたいことを書か

せる。 さらに、 全体交流で共有してもよい。

5
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★ 1　今もある人権課題を確認する際に、以下に示すポスターを提示することも考えられます。
・　障害者差別解消法の内閣府による広報ポスター（国民の責務）
  　  https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/pdf/sabekai/poster.pdf
・　部落差別解消推進法の福岡県の広報ポスター（目的、基本理念）
   　 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/683839_61729845_misc.pdf

　また、これまでに学習してきた、人権教育教材（同和教育副読本「かがやき」低、中、高学年、人
権教育学習教材集「あおぞら」「あおぞら２」の同和問題）、同和問題をあつかった地域教材や広報
誌等を提示することで、本時との関連性を深めることができます。

★２　参照　P.39「小学校において『部落差別』という表現について説明を行うに当たって」

　
　学習展開例はあくまで一つの例であり、実施する学校の児童生徒の実態や課題、地域の状況等を踏
まえて展開を工夫することが必要です。例えば、小学校段階ですでに賤称語を使って学んでいる学校
や地域もあれば、そうではない学校や地域もあります。さらに、児童生徒が地域において差別をなく
すことを学んでいたり、フィールドワーク等との関連を図りながら、地域の歴史や産業などを取り上
げた「地域の教材化」が行われていたりするなど、学校や地域の実態は様々です。 
　今回、基本的人権が守られていない課題について考えさせる場面において、「就職や結婚などの際に
差別を受けること」等を取り上げる事例についても、教科書の記述をもとにして想定する展開にして
いますが、学校や地域の実態をふまえ、地域の人からの聞き取り学習の内容から事例を提示すること
も効果的だと考えられます。

　「福岡県人権教育推進プラン」には、先に述べた地域の教材化以外にも、以下のようなことを効果的
な教材の例として挙げています。

　また、各地で『かがやき』『あおぞら』『あおぞら２』等の教材を教育課程（教育指導計画書や地域
で作成された人権カリキュラム）に位置付けた学習や、「総合的な学習の時間」の取組において、保護
者や地域の人、個別の人権課題にかかわる当事者などから直接話を聞く学習などが実施されています。
これらの学びと「部落差別解消推進法」の学びを関連させることも重要です。
　前述の「福岡県人権教育推進プラン」に示された効果的な教材を用いた授業が、様々な教科等で実
践されていることもふまえて、同和問題をはじめとする人権に関する学習や他の教科等での学びとの
関連を考えるとよいでしょう。

●　外部講師の講話やふれあいの教材化
　福祉作業所や高齢者施設などにおいて人権課題と直接関わって働く人、また、高齢者や障害のある人などの講話や
談話は、児童生徒に自分の生き方を振り返らせ、人権課題と真摯に向かい合わせる契機となる。また、地域の人や人権
課題に直接関わる人から直接出されるメッセージは、生活課題と結びついて、児童生徒に深く考え自らを見つめ直させ
る教材として効果的である。

●　保護者や地域関係者と共に作る教材
　児童生徒と関わる大勢の人達との協働による教材の開発は、学校における人権教育への理解を深めるとともに、共
に児童生徒を育てるという人権教育の基盤づくりにもつながるものであり、意図的に設定していきたい。学校だけが主
導権を握るのでなく、地域の人権擁護委員など、公の組織や団体の支援を積極的に取り入れていくことが、成功につな
がる。
　
●　小説、詩、歌などの作品の教材化　●　同世代の児童生徒の作品の教材化　●　歴史的事象の教材化

より効果的に学習を進めるために

小学校の学習展開例に関連して

児童生徒や学校・地域の実態をふまえた指導について

効果的な教材の活用と他の教科等での学びとの関連を図って
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　「部落差別解消推進法」について学ぶに当たって、また、差別についてや差別をなくすことについて
学習するに当たっても、児童生徒が「自分とは関係ないこと」「昔のこと」「遠いところのできごと」な
どの受けとめをしてしまっては、児童生徒にとって深い学びにはなりにくくなります。福岡県の「部
落差別解消推進法」の啓発ポスターや地元自治体の条例のポスター等を活用するなど、提示する教材
や資料の工夫によって、また、児童生徒が互いに自分の考えや体験を交流させるなどの学習活動の工
夫によって、「自分と関係あること」として児童生徒が自らの生活と結び付けることができるリアリ
ティのある学びを創ることが大切になります。
　参考に、部落問題解決に向けた学校教育の果たすべき役割に関して、阿久澤麻理子先生（大阪公立
大学）たちの調査グループが、若者の人権意識調査から提起したことを紹介します。P.18 まとめ動画
における谷口研二先生の講義資料からの抜粋です。

　中学校（公民的分野）においては、教科書の部落差別に関する記述を踏まえて指導しましょう。特
に歴史的分野において、部落差別は歴史的にどのようにつくられ、どのように変遷してきたのか、ま
た、差別をなくすために歴史的にどのような努力がなされてきたのかなどについて理解を深めておく
ことが大切です。特に今日も部落差別が存在することについて留意しましょう。　

〇　関連する教材について
　同対審答申、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、部落差別解消推進法ができた背景を
確認した後に、以下に示す教科書に示されたポスターを提示してもよい。
・教科書（公民的分野　日本文教出版）同和問題を啓発する香川県・香川県人権啓発推進会議のポスター
・教科書（公民的分野　東京書籍）同和問題を啓発する徳島県のポスター

★１　人権擁護に関する世論調査（令和 4 年 8 月調査）
　　　　２個別の人権問題に関する意識について
　　　　（６）部落差別・同和問題を知ったきっかけ　
　　　https://survey.gov-online.go.jp/r04/r04-jinken/gairyaku.pdf
★２　「部落差別の解消の推進に関する法律」（条文）
　　　https://www.moj.go.jp/content/001211040.pdf

参考「リアリティのある学びと当事者性について」　研修動画（まとめ編）より

　調査結果によると、「同和地区や同和問題について、初めて知ったのは、どのようなことからですか」と認
知経路を尋ねると、「学校で教わった」という人が全体の 33.3％で、３人に１人が学校で初めて部落問題を
知ったということになっています。50 歳代よりも若い年代層になるとその割合は約半数にものぼり、小学校
あるいは中学校で学んだという割合が高くなっています。
　「部落問題は学校で教えられたり聞いたりしたことがあるけれど、どこにあるかわからない、誰がそうであ
るかもわからないし、知りもしない…。だから、それほど気になる問題でもないし、差別があるとも思わない」
　これは、回答用紙に記載されていた一人の若者のことばです。これに象徴されるように、「部落問題の学習
経験はある。部落問題は、学んでいるので知ってはいるけど、当事者に出会ったことがない。顔の見えるつな
がりはない」という若者が圧倒的に増えていることが明らかにされています。
　阿久澤先生は、部落問題を知識として知っていても、人や場を通じた被差別部落との出会いがなく、リアリ
ティがないまま「差別がない」と思っているのではないかと指摘し、以下のように提言しています。
　子どもたちの人権認識を確かなものにするためには、「それは大切な誰かのこと」「今の自分にもかかわるこ
と」と感じられるような、リアリティのある学びを創造することが重要です。
　人権について知るだけでなく、「当事者に学ぶ」「現地に学ぶ」「事象に学ぶ」「体験的に学ぶ」ことによって、
人権に関わる学びを自分の生活と結びついたものにすることが必要です。そのためには、まず教師自身が「ひ
と・もの・こと」に出会い、リアリティのある学びをすることで自分自身と向き合うとともに、「だれに何を
学ばせたいのか」「だれの何と出会わせたいのか」というねらいをもって取組を創っていくことが大切です。

児童生徒の生活と関係あることとして学べるようリアリティを持たせて

中学校の学習展開例に関連して
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　 高校（公民科）などにおいては、教科書の部落差別に関する記述を踏まえて指導しましょう。また、授業
前に小学校・中学校における生徒の既習知識を把握するため、次の事前アンケートを行ってもよいでしょう。

（小・中学校と連携して学習の定着を測ることも考えられます。）
　水平社宣言に現れた考え方は、他の人権課題にも共通するものがあります。高校の現場では、同和問題に
授業時数をそれほど多く割り当てられない学校もあるのではないでしょうか。そうであっても最低限、この授
業を通して「水平社宣言」に現れた人間尊重の考え方を教師も認識した上で、生徒に伝えること
が大切です。
　なお、この宣言の中には、「特殊部落」「エタ」という言葉がありますが、それは被差別の立
場にある人々が、水平社運動を進めるにあたり、あえて使っていることと、その背景に深い思い
や考えがあってのことだと理解する必要があります。

★１　「水平社宣言」における「人間を勦（いたわる）かの如き運動」の記述について

　※「水平社宣言」の現代語訳を活用する際も、著作権に留意してください。

★２　部落差別解消推進法第 6 条に基づいた部落差別の実態に係る調査結果 ( 令和 2 年 6 月 )
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00127.html

検証授業でのエピソード
　高等学校の検証授業において、授業者の若い先生は、学習展開例の終末段階の「教師の支援及び指導上の

留意点」にある「教師自身の部落差別に関する出会いや体験を踏まえ、授業者の思い等を語ると効果的である」

の部分について悩んでいました。生徒に自信を持って語れるほどの部落差別に関する出会いがなく、果たしてこ

のまま自分の体験を語っていいのだろうかと不安も感じたそうです。

　実際の検証授業で、授業者の先生は、まとめの段階で生徒に振り返りをさせる前に、こう語りました。

　「自分は、今回授業をしていく中で、初めて分かったことが多くありました。前から知っていたことであっても、そ

んな意味があったのかと今まで気付かなかったことを理解することができました。今、みんなに伝えたいことは、

今後も自分も学んでいこうと思っているので、みんなも一緒に学習していきましょう、ということです。」

　このエピソードからは、生徒と共に学んでいこうとする授業者の姿勢が分かります。また、

授業を行うに当たり、それまで知っていると思っていた同和問題を、より自分に引き寄せて

理解できた姿も伝わってきます。

　教師の部落差別をなくしていきたいという意思と、そのために共に学んでいこうという姿

勢を伝えてほしいと考えています。大人も学び続けているということを実感させることで、「差

別はいけません」という観念的なことではなく、「差別をなくしていきたい」という教師が伝

えたいことを生徒自らが感じ取ってくれるのではないでしょうか。

高等学校の学習展開例に関連して

　以前、部落差別や貧困の原因は、被差別部落の側、すなわち差別される側に問題があり、差別
される側が変わらなければ問題は解決しないと考えられました。また、部落差別の原因を社会一般
の側にも求め、社会と融和の実現を図ろうとする融和問題も起こり、「憐れみ」を第一義とする同情
論が中心でした。このような「多くの人 と々によって、吾等の為の運動」は、「人間を勦（いたわる）
かの如き運動」であり、「かえって多くの兄弟を堕落させた」と、それまでの部落改善事業や融和運
動の在り方を批判し、「吾等の中より人間を尊敬することによって自ら解放せんとする者の集団運動を
起こせるは、寧ろ必然である」と、長い間差別されてきた全国の被差別部落の人々の団結による解
放を力強く呼びかけています。
　出典　「みんなですすめる人権・同和教育　用語解説編１１　水平社宣言」
　　　　（香川県教育委員会　令和３年）
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同和問題に関しての教科書記述が、昔とはずいぶん変わってきてい
ると聞いたけど、あまり社会科の教科書を見る機会がなかったので、
具体的にはどのように変わっているんでしょうか。

確かに自分たちが学生時代に習ってきたものとはずいぶん変わって来てい
るので、学び直しは必要だと思います。以下に、「人権・同和問題の解決
に向けて」（福岡県　令和２年３月）の一部を紹介します。　

これまで自分が学生時代に習った知識だけに頼るのではなく、児童生徒の指導
にあたる上では、常に情報を更新し、学び続けていくことが大切だと思います。

さらに、次の「関連する学習教材や資料等」では、県教育委員会
作成の教材や国、県内市町村教育委員会で作成されたものを紹介
しています。今後の授業づくりに役立てていただきたいと考えていま
す。

教科書記述の見直し
　中近世の歴史研究や同和教育の進展に伴い、これまでの歴史の見方・考え方が変化しつつあるなか
で、教科書記述の改訂が現在も進められています。
　例えば、「穢多」身分・「非人」身分について、「農民や町人よりも低い身分とされた人々」という表
現が、「百姓や町人とは別に身分上きびしく差別された人々」という記述に見直されていますが、これ
は、「低い身分」とすることによって、被差別民衆に対するマイナス・イメージが固定化され、正しい
歴史学習が困難になる傾向がある、などの認識に立っているからです。
　このように、従来、身分制社会を説明するために使われてきた「士・農・工・商・穢多・非人」等の
ピラミッド構造を連想させる表現を使わないようにするとともに、被差別民衆の生産と労働、生活と文
化への言及がなされるなど、史実に基づいて、その姿を総合的かつ豊かにとらえる記述がなされていま
す。
　令和２（2020）年使用版のある小学校社会科教科書には、「百姓や町人とは区別され、差別された
人々もいました。これらの人々は、幕府によって、住む場所や服装、他の身分の人々との交際などを制
限されました。しかし、厳しい差別を受けながらも、荒れ地を耕して年貢を納めたり、優れた技術を
使って、人々の生活に必要な用具をつくったりして、社会を支えました。また、古くからの芸能をさか
んにし、後の文化にも大きな影響をあたえました。」と記述がなされています。

（福岡県教育委員会）
○　同和教育副読本「かがやき」
○　人権教育学習教材集「あおぞら」
○　人権教育学習教材集「あおぞら２」
　　　小学校中学年用　「革であそぼう」、「ばあちゃんたちの勉強会」
　　　小学校高学年用　「牛の食べ方」、「田中松月と全国水平社」
　　　中学校用　「ヒデさんの結婚」、「ばあちゃんのリヤカー」
　　　高等学校用　「一番わかってほしいこと」、「STEP ～未来へ～」
○　高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」

（国・県内市町村）
〇　Youtube 法務省チャンネル　啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」部落差別（同和問題）編、
　　　　　　　　　　　　　　 スポット映像「出身地等の差別」篇
〇　法務省　啓発動画　人権アーカイブ・シリーズ　「同和問題～過去からの証言、未来への提言～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「同和問題　未来に向けて」
〇　古賀市人権・部落問題学習事例集（古賀市人権・部落問題学習カリキュラム作成委員会　平成１８年３月）
〇　社会科学習カリキュラム改訂版Ⅱ【歴史的分野・公民的分野】（筑紫野市教育委員会　平成２６年２月）
〇　小郡市・小郡市教育委員会啓発冊子「差別をなくすために」第４６集「つながる」

関連する学習教材や資料等
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